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本要領に基づき、「ベトナムにおける現地調達率向上に貢献する有望産業分野の分析・発

信」に関する具体的な提案をお願いいたします。 

 

なお、提案の際には公募案内をご一読の上、秘密保持等についてはその内容に従っていた

だけますようお願いします。 

 

１．提案書の内容 

提案書は仕様書に則し以下の項目を交えながら、詳細に明示してください。 

（１）会社概要 

（２）業務実施体制 

（３）業務責任者の略歴等 

（４）類似業務の実績 

（５）業務内容の分析 

（６）業務の実施方法 

（７）仕様における個別提案事項 

（８）業務の実施計画 

  

 なお、各項目について、以下の【記載必須事項】を明記願います。 

  【記載必須事項】 

（１）会社概要 

  公募申込書記載事項と平仄を合わせ、必要に応じて情報を補足願います。 

（２）業務実施体制 

仕様書で求めた業務を実施するにあたっての貴社体制図を記載してください。 

（業務によって異なる場合はその旨を明記ください。） 

再委託を予定している場合には、再委託先及び同再委託先の体制図と貴社との連 

携体制も記載ください。 

（３）業務責任者の略歴等 

業務責任者は業務を遂行する上で十分な経験を有していることを示してください。

このほか、業務に従事する担当者についても適宜略歴・経験等を記載願います（任意）。 

（４）類似業務の実績 

過去に実施した類似業務の実績については、担当業務内容、発注元、その業務にお

ける実績を可能な範囲で明示して記載してください。 

（５）業務内容の分析 

仕様書の記載に基づき、本件委託趣旨をどのように理解し、どういった成果が求め

られているか、また、本件委託業務実施の上でのポイント、課題と解決策について記

載してください。 

（６）業務の実施方法 

本件委託業務の実施方法の方針について記載願います。あわせて、本件委託業務の
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実施に当たって重要と考える論点があれば、同時にそれを明記願います。 

（７）仕様における個別提案事項 

  以下３項目にかかる提案をお願いします。 

① ベトナムにおける現地調達に関する現状と課題の理解 

② 日系企業の参入によって現地調達率の改善が見込まれる有望産業分野の候補及

び改善策に対する現時点での分析・仮説 

なお、審査に当たっては新たなプラント・高炉等国家規模プロジェクトの立ち

上げ・稼働を前提とする仮説（例：新たにプラントができれば原材料供給が改

善する）ではなく、既存の調達状況を踏まえて個社企業にとってのビジネス可

能性を検討し得る仮説となっていることを重視する。 

③ 仮説実証のための調査、ヒアリングの企画及び実施計画 

※ただし、提案にあたっては日本企業が実際に参入を検討する上で、関心を持 

てるよう、ビジネスの現実性と産業分野の具体性に留意すること。 

（８）業務の実施計画 

（７）で提案した事項を含め全体計画を記載願います。 

仕様書に記載されているそれぞれの期日を踏まえた上で作成し、もしもスケジュー

ル上で変更を加えた方がより委託事業の効果が上がる場合には修正提案を付記願い

ます。 

スケジュールの中で進捗確認に係るジェトロとの打ち合わせのタイミング・頻度を

記載願います。なお、打合せの言語は原則として日本語とし、必要に応じての通訳者

の同席は妨げないものとします。 

 

２．提案書書式等 

①提案書（添付書類含む）の様式は原則Ａ４サイズのスライドにて作成願います。 

なお、言語は日本語とします。 

②提案書の表紙には、本案件名と応募者名（法人名）及び本応募担当者の所属・氏名・連

絡先（TEL、E-mail）を明記願います。 

 

３．その他留意事項 

①提案書は評価以外には用いません（応札者から承諾を得た場合を除く）。 

 ただし、公募の結果、採択決定者より提出された提案書については、加点項目に関す

る提案内容についての履行を担保する観点から、契約書の一部とみなします。 

②原則として、一旦受領した書類の返却は行いません。また、差し替え、再提出も認 

めません。  

③提案書の作成に要した費用は負担しません。  

④公募に関する審査結果を除き、応募者から提出された資料等は公表しません。ただ 

し、法律の規定による場合や、所管省庁等への報告を目的とする場合は除きます。 

⑤実施方法については、提案内容を踏まえ、契約締結後にジェトロと協議の上で決定 
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するため、提案内容から変更する可能性があります。 

 

４．問い合わせ先 

ジェトロ・ハノイ事務所（担当：河野、矢島） 

E-mail：vha-bd@jetro.go.jp 

mailto:vha-bd@jetro.go.jp

